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0市税は、前年度に比べて5,856万円、率で0.6%の増となっています。 内訳として

は、 個人市民税では、 給与収入の増などにより、 前年度に比べて2,774万円、 率
で0.6%の増となっています。 また、法人市民税では、企業収益の増により、前年
度に比べて5,824万円、率で21. 5%の増となっています。 一方、市たばこ税は、
売上本数の減少により、前年度に比べて2,970万円、率で8.0%の減額となってい
ます。

【市税の内訳） （単位：千円、％）

区 分 平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

市 税 9,457.533 9,398,973 58,560 0.6 

個人市民税 4,377,169 4,349,429 27,740 0.6 

法人市民税 328,833 270,585 58,248 21.5 

固定資産税 3,621,603 3,621,255 348 0.0 

軽自動車税 70,594 66,935 3,659 5.5 

市たばこ税 342,524 372,225 ▲ 29,701 ▲ 8.0

都市計画税 716,810 718,544 ▲ 1,734 ▲ 0.2

0市税の推移
歳入の根幹をなす市税収入は、 平成10年度以降は90億円を下回っていましたが、

税源移譲などの影響により平成19年度に90億円を上回りました。
その後、 長引く景気の低迷により個人所得や企業収益が年々落ち込み、市税は減少

傾向を続けていましたが、 景気の緩やかな回復により、 平成31年度当初予算では、
94億5,700万円と推計しています。

［市税の推移】(H30予は当初予算額、 決は決算見込額） （単位：百万円）
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|地方交付税等 I
0 平成 31 年度地方交付税等の概要（国予算等）
・地方交付税 16 兆 1,809 億円（対前年度 + 1, 724 億円 十 1. 1 %)

・臨時財政対策債 3 兆 2,568 億円( I/ ▲ 7,297 億円 ▲ 18. 3 %)

【清瀬市の地方交付税の推移] (H30 予は当初予算額、決は決算見込額） （単位：百万円）
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【清瀬市の臨時財政対策債の推移】 (H30 予は予算額、発は発行可能額）（単位：百万円）
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地方特例交付金及び幼児教育・保育無償化に係る臨時交付金について

1. 地方特例交付金 （国予算）1,991億円（前年度比 +29. 0%)

•住宅借入金等特別税額控除による減収補填

・（新設）自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収補填

・（新設）軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収補填

0清瀬市の予算措置 9,120万円

2. 幼児教育・保育無償化に係る臨時交付金 （国予算） 2,349億円（前年度比 皆増）

• 平成31年10月から実施する幼児教育・保育の無償化に係る経費について、

平成31年度は消費税率引上げに伴う地方の増収が僅かであることから、

地方負担分について、 「子ども・子育て支援臨時交付金」を創設し、

全額国費により対応

0清瀬市の予算措置 l億73万円

[I 税制改正大綱の概要について I
1. 車体課税の見直し

◎グリ ー ン化特例（軽課）の見直し

環境性能割の導入を契機に、軽自動車に係るグリ ー ン化特例（軽課）の適用対象を、

電気自動車等に限定します。（平成33年4月1日以後に新車 新規登録等を受けた軽自

動車から適用）

2. 個人住民税

◎ふるさと納税制度の見直し

総務大臣は、 地方財政審議会の意見を聴いたうえで、 次の基準に適合する地方団体

をふるさと納税（特例控除） の対象として指定します。

①寄附金の募集を適正に実施する地方団体

② （①の地方団体で）返礼品を送付する場合には、 以下のいずれも満たす地方団体

・返礼品の返礼割合を3割以下にすること

・返礼品を地場産品とすること

◎住宅ロ ー ン控除の拡充に伴う措置

所得税の住宅ロ ー ン控除の改正により延長される控除期間(11年目�13年目）にお

いて、 所得税額から控除しきれない額について、 現行制度と同じ控除限度額の範囲内

で個人住民税額から控除します。
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◎個人住民税の非課税措置

子どもの貧困に対応するため、 事実婚状態でないことを確認したうえで支給される

児童扶養手当の支給を受けており、 前年の合計所得金額が135万円以下であるひとり

親に対し、 個人住民税を非課税とする措置を講じます。（平成33年度分から）

3. 森林環境税·譲与税（仮称）の創設

◎森林環境税（仮称）の創設

国内に住所を有する個人に対して課税され、 税率は年額1,000円で個人住民税と併

せて徴収されます。（平成36年度から課税）

◎森林環境譲与税（仮称）の創設

森林環境税（仮称）の収入額（全額）に相当する額が、 都道府県及び市町村に対し

て森林環境譲与税（仮称）として譲与されます。（平成31年度から譲与）
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4 歳出の状況（一般会計）

O 総務費は、新庁舎建設事業の増により、前年度よりも11億7,264万円の大幅な

増額となっています。

0 民生費は、幼児教育・保育無償化に係る経費の増などにより、前年度よりも7,230

万円の増額となっています。

〇 衛生費は、 風しん予防対策経費の増やごみ収集業務の一部委託化の増などによ

り、 前年度よりも8,977万円の増額となっています。

〇 商工費は、 消費生活センタ ー外壁改修工事が皆減しましたが、 プレミアム付商

品券事業の皆増により前年度よりも2,612万円の増額となっています。

0 上木費は、 歩道拡幅整備や都市計画街路事業の増などにより、 前年度よりも

2 億 3,490万円の増額となっています。

〇 消防費は、 消防団訓練施設整備や消防ポンプ自動車購入の皆減により、 4,826

万円の減額となっています。

0 教育費は、 小学校大規模改造工事の減などにより、 前年度よりも3億9,537万

円の減額となっています。

［歳出の状況（職員人件費を除く款別）】 （単位：千円、％）

区 ノ刀‘ 平成31年度 平成30年度 増減額 増減率

議 会 費 238,367 237,881 486 0.2 

総 務 費 2,915,208 1.742,566 1,172,642 67.3 

民 生 費 15,353,869 15,281,565 72,304 0.5 

衛 生 費 1,458,026 1,368,254 89,772 6.6 

労 働 費 5,869 5,995 ▲ 126 ▲ 2.1

農 林 業 費 25,958 49,308 ▲ 23,350 ▲ 47.4

商 工 費 140,170 114,049 26,121 22.9 

土 木 費 1,092,703 857.797 234,906 27.4 

消 防 費 1,003,607 1,051,871 ▲ 48,264 ▲ 4.6

教 育 費 2,188,040 2,583,417 ▲ 395,377 ▲ 15.3

公 債 費 1,914,398 1,919,273 ▲ 4,875 ▲ 0.3

諸 支 出 金 510 520 ▲ 10 ▲ 1.9

予 備 費 20,000 20,000 ゜ 0.0 

小 計 26,356,725 25,232,496 1,124,229 4.5 

職員人件費 4,406,275 4,407,504 ▲ 1,229 ▲ 0.0

歳 出 総 額 30,763,000 29,640,000 1,123,000 3.8

，

 



5 重点項目

1 . 安全• 安心に生活できるまち
0女性消防団員の導入
〇振り込め詐欺対策の強化（自動通話録音機300台の貸与等）

2. ともに支え合って生活するまち
〇介護保険の1号保険料の低所得者軽減強化
0プレミアム付商品券事業の実施

3. 健幸で笑顔あふれるまち
O健幸ポイント事業の継続実施（事業内容を見直し）
〇各種がん検診を55歳以上無料化に拡充（従来は60歳以上）

4. 安心して子どもを産み育てられるまち
0子育てク ー ポン事業の継続実施
0待機児童対策（小規模保育所l園、定員14人増）
0公立保育園において児童のおむつ回収を実施

5. 子どもが生きるカ・考える力を身につけられるまち
0体験型英語学習活動事業の実施(TGGでの1日英語体験）
0英語指導助手(ALT)の拡充（新たに小学校3·4年生で実施）
0清明小学校校舎大規模改造工事

6. 快適で住みやすいまち
〇豪雨対策（都道の冠水対策と併せた雨水幹線整備）
0都市計画街路事業（東3·4·17号線、東3·4·26号線）
0市道0117号線（東京病院東側）の歩道拡幅

7. 豊かな自然と調和した環境にやさしいまち
I o 「（仮称）花のある公園」整備に向けた取り組み

8. 産業によってにぎわいや活気を生み出すまち
I o 清瀬ひまわりフェスティバルの継続実施

9. 健全な行財政の確立
0公共施設の再編（地域レベル）に向けた検討

10. 新庁舎建設に向けた取り組み
I o 第1期新庁舎建設工事
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6 認可保育園等運営経費及び定員数の推移

●市立保育園運営経費

H29決算 H30決算見込み
区分 市立5園 市立4園

定員 (385名） 定員 (297名）

事業費 800,422 753,200 

財
国庫支出金 ゜ ゜

源 都支出金 67,541 55,343 

内 保育料等 56,796 49,853 
訳

一般財源 676,085 648,004 

（単位：千円）
H31 予算
市立4園

定員 (297名）
745,169 

18,038 

56,392 

45,126 

625,613 

●私立保育園等運営費負担金及び補助金・駅前乳児保育園指定管理委託料

H29決算
管内私立等 14施設

区分 （定員合計1,028人）
ーー ， 一 ― - -

駅前乳児保育園
（定員31人）

事業費 2,021,141 

財
国庫支出金 448,651 

源 都支出金 460,894 

内 保育料等 214,985 
訳

一般財源 896,611 

●事業費合計比較（市立十私立等）

H31-H30[定員14人増 l

H30決算見込み
事業費合計 3,121,112 

うち一般財源 1,697,167 

H29決算

事業費合計 2,821,563 

うち 一般財源 1,572,696 

H30決算見込み
管内私立等 16施設
（定員合計1,137人）

- - - . --

駅前乳児保育園
（定員31 人）

2,367,912 

567,833 

521,484 

229,432 

1,049,163 

H31予算
3,129,556 

1,664,535 

H31予算

3,129,556 

1,664,535 

※H31年間延入所児童数 17,688人--,--12カ月=1,479人／月

（単位：千円）
H31予算

管内私立等 17施設
（定員合計 1,151人）

- -- - .. 一 —— ．一

駅前乳児保育園
（定員31人）

2,384,387 

651,143 

525,384 

168,938 

1,038,922 

（単位：千円）

H31-H30 
8,444 

△ 32,632

（単位：千円）
H31-H29 

307,993 

91,839 

※H31児童一人当たりの市費負担額 1,664,535千円 --,--1,479人 =1,125,446 円

●定員数の推移

------- 0歳 1歳 'ー)辛叙 3歳 4歳
H29 111 248 289 2,17 
H30 144 257 298 2.J.7
H31 147 262 304 247 

H31-H30 3 " 6 ゜

H31-H29 6 14 15 ゜

※事業費には小規模保育所、認定こども園、管外保育園を含みます。
※定員数には小規模保育所、認定こども園を含みます。

11 

258 
258 
258 
゜

゜

（単位：人）

5歳 合計
261 1. ,1,u
261 1,465 
261 1.'179 
゜ 14 
゜ :.J5 



7 予算のポイント・施策展開

V ヽ

安全でうるおいのある暮らしができるまち
（「暮らし」の分野）

ヽ： A 

→ 

●安全•安心に生活できるまち

●生きがいを持って文化的に生活できるまち

●お互いを尊重し合うまち

V ヽ

健幸でともに支え合うまち
（「支え合い」の分野）

� � 

→ 

●ともに支え合って生活するまち

●健幸で笑顔あふれるまち

， ヽ

子どもたちを健やかに育むまち
（「人づくり」の分野）

｀ A 

●安心して子どもを産み育てられるまち

→ l●子どもが生きるカ ・ 考える力を身につけられるまち

●青少年や若者が希望や夢をもつことができるまち

’
� 

ヽ

豊かな自然と調和した

住みやすく活気あるまち
（「基盤づくり」の分野）

A 

7

都市格が高いまち
（「しくみづくり」の分野）

●快適で住みやすいまち

→ l●豊かな自然と調和した環境にやさしいまち

●産業によってにぎわいや活気を生み出すまち

→ 

●市民が主体となったまちづくり

●職員が能力を発揮できる組織

●健全な行財政の確立

●経営資源を戦略的に配分
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． 生涯学習活動の支援

0市民講座（シニアカレッジ、 一般教養講座等）

0ブックスタ ー ト事業

（赤ちゃんの3·4か月児健診時に絵本と布バッグ、

1 歳 6 か月児健診時にブックリストを配布）

■ 文化・芸術・ スポ ー ツ活動の支援

國 0東京2020大会関係事業

（オリンピック ・ パラリンピックの機運醸成）

0コミュニティプラザテニスコー ト改修工事

0郷土博物館特別展［林亮太色鉛筆画展l

0郷土博物館特別展【映像で遊ぼう展】

0郷土博物館特別展【柳瀬川縄文ロマン展】

0内山運動公園指定管理業務

（清瀬駅から内山運動公園問のシャトルバスを運行）

囲
國
囲
國
日

■ 郷土文化の保全・継承

國 0市制施行50周年記念誌の制作

（債務負担行為 H31�H32 : 1, 600千円）

0市史編さんに向けた取り組み

（『清瀬市史3 資料編（古代・中世）』刊行）

0博物館事業

（企画展、 宿泊体験学習、郷土博物館HP公開等）

2,362千円

773千円

4,246千円

20,000千円

498千円

5,559千円

729千円

52,780千円

20,434千円

7,486千円

全ての人が互いの個性を認め合い、 ともに支え合う地域づくりを進めていきます。

また、 男女平等の考えに基づく、 男女共同参画社会を確立していくため、 起業支援事

業を実施します。

． 人権尊重• 平和の推進

0平和祈念事業（平和祈念展、 ピース・エンジェルズ派遣等）

● 男女平等社会の推進

日 0起業支援事業（起業支援、 テレワ ーク推進、女性起業応援）

0女性広報発行事業

1,328千円

5,775千円

1, 451千円

14 





■ 生活の安定の確保及び自立·就労支援

囲 0生活保護受給者の健康管理支援 8,000千円

曰 0生活困窮者自立支援事業 42,795千円

（生活困窮者への自立支援策の強化を図るため、 新たに

生活保護世帯への金銭管理支援事業と家計改善支援事業を実

施）

O就学援助費 103,222千円

（生活保護基準の見直しに伴う否認定を防ぐため、

市独自で従来基準(H25年4月）を適用（影響額 約10,000千円））

（新年度入学児童•生徒への学用品先行支給を引き続き実施）

0ふるさとハロ ー ワ ー ク 5,869千円

誰もが体の健康だけではなく、 いきいきと安心して豊かに生活できるよう、 心身と

もにバランスのとれた健康づくりを総合的、 計画的に進めていきます。

また、 こ れまでの健幸ポイント事業を見直し、 対象者を拡充して引き続き実施し、

いつまでも元気に日常生活を送りながら幸福だと感じることができる健康づくりを支

援します。

● 健幸づくりの支援

國 O喫煙所の受動喫煙防止対策 9,600千円

（清瀬駅北口、 秋津駅南口、 コ ミュニティプラザひまわり、

けやきホ ールの喫煙所にパーテー ションを設置）

日 0健幸ポイント事業 19,580千円

（対象者：市内在住20歳以上 1,000人）

（平成31年度から歩数計の代わりにスマ ー トフォンも対応開始）

日 0がん検診事業 34,393千円

（胃• 子宮・肺・乳• 大腸• 前立腺がん）

（自己負担金免除の対象を60歳以上から55歳以上に拡充）

（胃•大腸• 肺を同時に受けることができるセット検診を開始）

日 0定期予防接種事業 169,398千円

(BCG、不活化ポリオ、麻しん・風しん、日本脳炎、 四種混合、

ジフテリア、破傷風、裔齢者のインフルエンザ、ヒプ、子宮頸がん、

小児用肺炎球菌、 高齢者肺炎球菌、 水痘、 B型肝炎、 風しん）

（子どもの定期予防接種の償還払い）

（平成31年度から39歳�56歳の男性を対象に

風しん予防接種が定期予防接種化）

0市民健康診査事業

O介護予防•生活支援サー ビス事業（介護保険特別会計）

16 

27,519千円

5,715千円





● 子育ての支援

固 O幼児教育 ・ 保育の無償化（平成31年10月～）

対象

認可保育所等
·3�5歳

·0�2歳：非課税世帯

認可外保育施設等
• 3�5歳：月額37,000円まで

（保育の必要性を
·0�2歳：非課税世帯（月額42,000円まで）

受けた場合）

·3�5歳：月額25,700円まで

私立幼稚園等 • 幼稚園の預かり保育は、 保育の必要性を受けた

場合に、 別途、 月額11,300円まで上乗せ

障害児通園施設 ·3�5歳

囲
面
國
面
日

0公立保育園で児童のおむつ回収を実施

0子ども ・ 子育て支援事業計画の策定

0未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時•特別給付金

0子供食堂推進事業（平成32年度まで）

O私立保育園等運営事業

（新たに小規模保育所1園を開設）

（宿舎借り上げ支援（平成32年度まで ）

O私立幼稚園就園奨励費

O私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業

（東京都の制度に加え、 市独自の支援として、

園児l人当たり月額3,500円を補助）

O幼稚園型一時預かり事業

O認可外保育施設助成事業

（武蔵野総合クリニック病児保育室運営費助成等）

O認証保育所助成事業

O低所得者世帯の第2子以降の保育料無償化

0学童クラプ運営管理事業 54,303千円

O児童扶養手当事業 303,213千円

（平成31年11月から、 支払回数を年3回から年6回に変更）

O児童手当等事業 1, 117, 927千円

O義務教育就学児医療費助成事業 121, 192千円

O乳幼児医療費助成事業 123,271千円

(0歳から就学前までの自己負担2割を助成）

0子ども家庭支援センタ ー 事業

0子育てクー ポン事業（対象年齢：未就学児）

O親 ・ 子世帯近居支援事業

（引越し費用等の1/2補助、 上限10万円）
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を含む）

3,400千円

3,000千円

1, 768千円

2, 160千円

2,352,554千円

206,788千円

77, 112千円

93,739千円

10,475千円

55,884千円

53,679千円

20,673千円

1,500千円







日 0コミュニティバス事業（平成31年10月からICカー ド導入） 25,590千円

日 0都市計画街路事業（東3 · 4· 1 7号線） 140,892千円

（用地購入、 無電柱化予備設計等）

曰 0都市計画街路事業（東3· 4· 2 6号線） 35,000千円

（用地測量、 交差点設計）

0橋梁補修工事（三郷橋） 38,000千円

0橋梁補修工事実施設計（旭が丘橋・はけ橋） 9,000千円

0道路整備工事 123,300千円

（市道0103号線（ひまわり通り）舗装打換工事など）

0道路補修工事

（市道1101号線雨水管改修工事など）

● 汚水・雨水の処理

囲 0第五中学校校庭の雨水冠水対策

固 0市道1159号線（けやき通り）雨水管布設工事（再掲）

（下水道事業会計）

囲 O公共下水道事業計画変更

匝 〇柳瀬川右岸5号雨水幹線整備に伴う設計業務

匝 0東3·4• 15の2号線汚水管渠布設

厨 O財政健全化に向けた経営戦略策定

0ストックマネジメント計画に基づく管口TVカメラ調査

0ストックマネジメント計画に基づく汚水人孔鉄蓋交換

73,000千円

8,000千円

1,300千円

8,000千円

12,000千円

67,000千円

29,000千円

21,700千円

清瀬の大切な財産である
“

みどり
”

を次世代に引き継ぐため、 計画的に萌芽更新を

実施し、 雑木林を再生するとともに、 緑地保全を推進します。

また、 ごみの減量化・再資源化を推進し、 環境美化に取り組みます。

● 公園の整備

囮 0「（仮称）花のある公園」整備に向けた取り組み

圏 〇柳瀬川回廊起点表示看板設置

● 自然環境の保全

囲 0森林環境譲与税の創設（歳入3,000千円）

（森林整備、 木材利用促進、 普及啓発等に活用）

囲 0みどりの基本計画改訂

（債務負担行為 H31�H32 : 7,500千円）

O萌芽更新事業（中里一丁目緑地）

0花のあるまちづくり事業
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6,875千円

400千円

2,500千円

3,200千円

6,450千円












































































